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（研究要旨） 

中高年女性労働者の割合が増加し、その役割が重要性を増すなか、国内においても更年

期障害への対策が求められている。国内企業における更年期障害に対する施策の実施状況

や対応経験を調査し、施策を実施する上でのハードルを明らかにすることで、企業におけ

る更年期障害対策を推進するための基礎的資料とすることを目的とした。産業医や産業保

健看護職が支援を行っている事業所における女性労働者の更年期障害に関する健康課題や

支援の実態として、回答者の約 7 割が本人から更年期に関連する相談を受けたことがある

と回答した。相談内容は心身両面にわたり個人差が大きく、職場の人間関係や周囲の業務

にも影響が生じている可能性が示された。 

また、女性労働者の更年期障害を取り上げて働きかけや支援を展開する際には、事業所

の男女比率や、産業医・産業保健看護職の性別（女性か男性か）によって相談件数や相談

内容、対応の優先度が影響を受ける可能性が示唆された。女性労働者の更年期障害への対

応は、就業継続や職場環境の改善に関連する重要な課題である。本研究の結果は、事業所

における更年期関連の健康支援や産業保健職の支援体制を検討する上での基礎的知見を提

供する。 

 

Ａ.研究目的 

中高年女性労働者の割合が増加し、その

役割が重要性を増すなか、女性の更年期症

状が労働へ与える影響が注目されている。

令和 5 年労働力調査では労働力人口総数に

占める女性の割合は 45.1%にのぼり、35 歳

から 54 歳女性における労働力人口比率も

上昇傾向である。 

女性は更年期（閉経前後の約 10 年間）に

おいて、性ホルモンの変動により、ほてり、

抑うつ、睡眠障害、関節痛、易疲労感など

様々な更年期症状を生じる。以前の調査で

は、更年期症状の中でも精神症状と労働機

能障害との関連が強いこと[1]、職場からの

支援が不足している者は更年期症状を有し

やすいこと、夜勤や通勤時間などの職業因
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子が更年期症状と関連していること[2] が

明らかとなっている。国内においても更年

期障害への対策が求められている一方、企

業においてどのように更年期障害対策を推

進していくか、どこに推進の障壁があるか

は未知である。 

本分担研究では、企業における更年期障

害対策を推進するうえでの基礎的資料を作

成するため、国内の企業における更年期障

害に対する施策の実施状況や対応経験を調

査し、実施上の課題や推進の障壁を明らか

にする。 

 

Ｂ.研究方法 

(1) 調査の概要（対象、設定、調査期間） 

調査対象は、日本で産業保健活動に従事

する日本産業衛生学会の産業医部会会員

（会員数：約1,900名）日本産業衛生学会 

産業保健看護部会（会員数：約1,800名）と

した。 

自身が勤務もしくは支援している企業に

おいて、女性の更年期障害への対応や支援

に関する選択・自記式のオンライン調査を

実施した。研究参加を促す案内文書を、 日

本産業衛生学会の協力のもと、各部会会員

へ郵送で送付した。案内文書に示されたUR

Lをもとに、ウェブ上のアンケートフォーム

への記入を依頼した。ウェブ上の研究説明

文書で、 参加者の自由意思と拒否権の確保、

 および予想される利益と不利益などに関

する説明を行った上で、 最終的に、 調査に

同意した対象者にのみ、 質問票が展開され

るよう設計した。 

オンライン調査のプラットフォームはGo

ogle Formsを使用し、質問票は参加者の個

人情報保護のため無記名とした。ただし、関

連するインタビュー調査への参加意向を確

認する項目において、参加意思もしくは参

加できる可能性を示した回答者からは、氏

名、所属ならびに連絡先のメールアドレス

の情報を取得した。 

調査実施期間は2025年10月24日から2025

年12月13日までとした。 

(2) データの収集方法（調査方法） 

それぞれの部会の協力を得て、各会員に

対し郵送でWebアンケートのURLを送付し

た。 

(3) 調査項目 

質問票は、回答者とその所属機関の基本

情報（9項目：選択式）と、職場における更

年期障害への対応経験の有無（選択式）、更

年期障害への対応内容（選択式）ならびに具

体的な相談内容と相談者への対応（自由記

述）、企業における更年期障害対策の内容

（自由記述）に関する内容で構成した（Tab

le 1）。  

(4) 解析方法 

記述統計および群間比較にχ2検定を用い

て解析した。自由記述の検討にはKH Code

rを使用した。 

(5) 倫理的配慮 

産業医科大学倫理委員会において令和7

年7月16日付けで承認された。（承認番号：

ER25₋010） 

 

Ｃ.研究結果 

(1) 調査参加者の基本情報 

845 名（23%）から回答が寄せられ、ウェ

ブ調査であるため欠損はなく、有効回答率

は 100%であった。回答者の属性は、産業医

43.7％（男性 66.7％）、産業保健看護職

56.3％（男性 25.2％）で、最も多い職場は、
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一般企業やその健康保険組合等（65.2％）、

次いで独立開業・フリーランス（12.0％）で

あった（Table 2）。 

(2) 職場における更年期への対応経験 

「これまでに、女性労働者から本人の更年

期障害について相談を受けたことがありま

すか」という項目に対しては、845 名中 592

名（70.1％）が、相談を受けたことが「ある」

と回答した。職種別に見ると、産業医では

369 名中 216 名（58.5％）が、相談を受け

たことが「ある」と回答、産業保健看護職で

は 476 名中 376 名（79.6％）が相談を受け

たことが「ある」と回答した。回答者の性別

（性別の非回答者 3 名除く）では、女性の

更年期障害に関して相談を受けたことがあ

ると答えたのは男性 133 名（51.6％）、女性

457 名（78.3％）であり、男性の回答者は、

女性の回答者と比べて相談を受けた経験が

有意に少ない結果であった（p＜0.001, χ2

検定）（Table 3）。 

 

(3) 更年期障害への対応経験 

女性労働者の更年期障害に関する相談内

容については、心身両面に関する不定愁訴

の訴え（体調不良 158 件、心理面 97 件）、

生理不順に伴う離席の増加を指摘されるこ

とによるストレス、不眠やめまい症状によ

る出社困難、管理職等での仕事の負荷にメ

ンタル不調（イライラや気分の落ち込み、意

欲低下）が重なり、職場の人間関係や業務に

支障が生じることなどが挙がった。 

上記の相談への対応として挙がった内容

は、主に①体調不良を緩和するためのセル

フケアの助言、②受診に関する内容、③市販

薬やサプリメントの紹介、④職場の理解を

促す働きかけや就業上の配慮であった。 

①体調不良を緩和するためのセルフケア

の助言では、生活習慣（食事、運動、休養、

睡眠、生活リズム）、ストレス耐性を強化す

るための対処法、ワークライフバランスの

ための情報提供が挙がった。②受診に関す

る内容では、医療機関への受診勧奨や受診

先の提案・紹介、通院中（生活習慣病・メン

タルヘルス不調）の主治医と婦人科医との

連携を促す等が挙がった。 

 

(4) 企業の産業保健活動において女性の

更年期障害対策として行った内容 

回答者が、これまでに自身、もしくは関わ

った企業において、女性の更年期障害対策

として行った内容は、484 名（57.3％）が個

別対応のみであった。個別対応以外の 361

名（42.7％）の回答（自由記載）を分類、集

計したものを Figure 1 に示す。 

セミナー、講演会、研修が 230 件（54.0％）

と最も多く、次いでポスター・リーフレット

による情報提供が59件（13.8％）であった。 

 

(5) 産業保健活動において女性の更年期

障害対策をする上での支障 

回答者自身が、女性の更年期障害への対策

を行う上で困ったり支障となったこと、も

しくは予測される支障として挙げたものを

Table 4に示す。 

その中で、「産業保健スタッフ側が男性で

ある」ことに関連した回答が最も多くを占

め 56件（11.0％）であった。次いで、「優先

順位が低くなる」ことが 54件（10.7%）挙

がった。これについては、回答者が活動して

いる企業等の労働者の多くが男性であり、

女性の割合が低いことが背景として挙がっ

ていた。 
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また、その他（n=5）に分類した回答には、

「教育自体が売上低下になる」、「会社への

報告範囲」、「冷え、痺れなど男性には分から

ない事への理解」、「時間がかかること」「予

測される支障として（女性が対応したほう

が何かとよい、という）ジェンダーバイア

ス」（原文ママ）が含まれていた。 

 

Ｄ.考察 

 本分担研究では、産業保健職に対する質

問紙調査を行い、産業保健活動における更

年期障害への対応経験、施策の具体的内容

とそのハードルについて収集し検討した。 

女性の更年期障害に関する相談経験は、7割

がありと回答しており、労働現場では更年

期障害に関する訴えや課題が少なからず聞

かれている実態が確認できた。 

更年期には女性ホルモン（主にエストロゲ

ン）の急激な分泌低下を伴って、さまざまな

自覚症状が出現する。本研究で得た女性労

働者からの相談内容も心身両面に渡ってお

り、回答者の具体的記述から、女性労働者が

苦痛に感じている症状や問題となっている

状態は多様であることがわかる。また、それ

らが、出社困難や交替勤務への支障といっ

た実務への影響に繋がっていることも明ら

かとなった。また、勤務をしていても生理不

順等による頻回な離席や、眠気・意欲の低下

によるパフォーマンスの低下を来たし、プ

レゼンティーズムに結びついていることが

推測された。さらには、気分の変調（イライ

ラや気分の落ち込み、意欲低下）が、本人の

苦痛に留まらず、職場の人間関係や周囲の

業務にも支障を及ぼしている可能性が伺え

た。職場の上司などから産業医、産業保健看

護職が相談が受けて対応している実態も周

囲への影響を示唆していると考える。 

ただ、相談件数や対応も含めたその内容は、

女性労働者が実際に抱えている課題の一部

であるとみられる。それは、Table 4に示し

たように、男性が多い労働現場での優先順

位の低さや、相談のしにくさ、本人の自覚や

リテラシーの程度などを背景に、顕在化し

ていない課題が多数ある可能性が高い。 

女性の更年期障害への対策を行う上で支障

となり得ることとしては、「産業保健スタッ

フ側が男性である」ことが筆頭に挙がった

が、女性の回答者の方が相談経験が有意に

多かった解析結果（Table 3）も、そのこと

を裏付けている。相談経験の有無を職種別

にみると、産業保健看護職の方が産業医よ

りも、2割ほど高かったが、認定産業医有効

者数に占める女性産業医の割合はまだ少な

い現状がある（男性79.8％）[3]一方、産業

保健看護職は、そのほとんどが女性である

ことから、とくに女性労働者本人からの更

年期障害関連の相談は産業保健看護職に持

ち込まれやすいと推察する。 

更年期にあたる45–55歳の時期は、家庭や社

会の中心となる年代で、事業所では管理職

業務を担っている場合がある。今回の回答

でも、管理職の立場による負担と更年期障

害による症状が重なり、本人の苦痛や業務

により支障が生じた事例が見られ、体調の

変化とそれに応じた業務の調整がうまく図

られることが課題であるといえる。 

女性労働者が更年期を機に、3年間で女性の

約 46 万人が就労を諦めざるを得ない状況

に追い込まれているとも指摘されている[4]

が、体調不良を言い出せないままパフォー

マンスを発揮できず、評価の低下といった

悪影響を受ける可能性もあり、更年期の変
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化にどう向き合っていくかが女性労働者に

とってキャリア形成のターニングポイント

となり得る可能性がある。 

今後は、本研究で見出した概念のうち、労働

環境に関連して特に重要だと思われるもの

をより深く理解したうえで、本人がどう向

き合い、産業保健スタッフや職場がどう支

えていくかという効果的な支援を検討する

必要がある。 

本調査の回答で、更年期障害への対応経験

があると回答した者592名のうち個別対応

以外にも女性の更年期障害の対策や支援を

行っており対応経験豊富な産業医や産業保

健看護職を対象とし、インタビューを行う

予定である。その際、本研究で導出された概

念を参考とし、具体的な課題に対して「どの

ように困ったのか」や「その課題にどのよう

に対処したか」、また「その課題をなくすた

めに今後どのようにすればよいか」等とし、

データを収集する。 

そして、国内の企業における更年期障害に

対する施策の実施状況や対応経験、実施に

おけるハードル等について明らかにする。 

 

Ｅ.結論 

本研究では、産業医や産業保健看護職が支

援を行っている事業所における女性労働者

の更年期障害に関する健康課題や支援等の

実態を把握した。回答者の 7 割が女性労働

者本人から関連した相談を受けたことがあ

るとし、約 4 割の回答者が個別支援以外の

活動（集団への働きかけ）を行っていた。 

本人からの相談内容は心身両面に及び、か

つ個人差があること、また本人の苦痛に留

まらず、職場の人間関係や周囲の業務にも

支障を及ぼしている可能性が伺えた。 

女性労働者の更年期障害を取り上げ、働き

かけや支援を展開するうえで最も多く聞か

れた課題は、性差であった。各事業所の労働

者の男女比率や、産業医、産業保健看護職が

同性（女性）か異性（男性）かによって相談

件数や相談内容、対応の優先度が影響を受

ける可能性があることも判明した。 

高齢社会が進行するなかで、50 歳前後の

女性労働者の豊富な経験と知恵を十分に発

揮できるようにすることは、企業の生産性

を向上させる重要な働きかけとなるため、

本研究結果を効果的な支援や体制のあり方

の検討に繋げる。 
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Figure 1. これまでに産業保健活動の中で、女性の更年期障害対策を行ったことのある取り組み（複数回答） 

 

 

 


